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１．はじめに 

 

 東アジア諸国が目覚しい経済発展をしていく中，わが

国は，国際競争力を一層強固にしていくとともに，生産

体制の水平分業化などにより，東アジア諸国の発展を日

本国内にうまく循環させることで，アジア地域全体とし

て相乗的に活力を養うことが求められている．そのため

にも，わが国の道路ネットワークをはじめとした社会資

本整備の評価にあたっては，上述のような視点を踏まえ

た評価が必要となる．特に，道路ネットワークは，様々

な物流施設と生産拠点をリンクする機能を有するという

意味において，国際的な物流貨物の国内運搬を効率的か

つ効果的に支援する役割があると言える． 

しかし，従来の経済モデルによる道路ネットワーク評

価においては，主に国内の地域間陸上物流を対象に評価

が行われており，港湾と各地域の港湾取扱貨物の輸送額

を考慮した評価はなされていなかった．つまり，港湾と

その背後圏に広がる地域経済の関係性を明示化していな

かったため，本来，道路ネットワークが機能として有す

る港湾取扱貨物輸送の背後圏への物流支援の視点での評

価が欠けていたといえる． 

そこで，本稿では，港湾と背後圏の経済的繋がりを明

示化した上で，港湾取扱貨物輸送を考慮した国内の道路

ネットワーク整備の評価を行う．具体的には，地域間陸

上物流を対象にモデル化された従来のRAEM-Lightモデル
1)2)では港湾からの陸上取扱貨物が考慮されていなかった

ことから便益が過少に評価されていたため，港湾取扱貨

物量を考慮した便益計測を行うことが出来るようモデル

の再構築を行う． 

なお，本稿で対象とする便益は，道路ネットワーク整

備による「地域間陸上物流の物流効率化」および「港湾

取扱貨物輸送の背後圏への物流効率化」の２点であり，

港湾施設の整備による物流効率化などは対象としていな

い． 
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２．港湾取扱貨物量を考慮したRAEM-Lightモデル構造 

 

 従来のRAEM-Lightモデル1)2)（以降ベースモデル）では，

分析対象地域外との移輸出入を含まず，陸上地域間の企

業と家計の地域間交易のみを表現しているのに対して，

本稿で提示するモデルRAEM-Light SF（RAEM-Light Ship

ping Freight traffic）は，従来の陸上地域間交易に加

えて，移輸出入のうち，海運によるものについて企業が

取引を行い，港湾－地域間の陸上輸送費用を負担するこ

とを明示的にモデル構造に組み入れている． 

なお，RAEM-Light SFのモデル化にあたっては，社会

経済に対して以下の仮定を設け，図－１で示す社会構造

を設定する． 

①多地域多産業で構成された経済を想定する． 

②財生産企業は，家計から提供される生産要素（資本・

労働）を投入して，生産財を生産する． 

③家計は企業に生産要素（資本・労働）を提供して所得

を受け取る．そして，その所得をもとに財消費を行う． 

④家計へ供給する財の交通抵抗をIce-berg型で考慮する． 

⑤労働市場は地域で閉じているものの，資本市場は全地

域に開放されているものとする． 

⑤移輸出・移輸入財の量は政策前後で一定とする． 

⑥移輸出・移輸入に関わる国内陸上移動費用はIceberg

型で仮定し，その費用は企業が負担する． 

⑦移輸出・移輸入に関わる国内陸上移動費用分，限界費

用から価格がマークアップする． 
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図－１ モデルの概略 

 

以下で港湾取扱貨物量を考慮したRAEM-Light SFの定

式化を行う．モデルの定式化において以下のサフィック

スを導入する． 

 

地域を表すサフィックス： { }Iki ,,,,,,2,1 ΛΛΛ∈I  
財を表すサフィックス： { }Mm ,,,,2,1 ΛΛ∈M  



（１）企業行動モデル 

各地域には生産財ごとに１つの企業が存在することを

想定し，地域i において財m を生産する企業の生産関数

をコブダグラス型で仮定すると以下のようになる． 
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ただし， m
iy ：生産量， m

iL ：労働投入， m
iK ：資本投入，

m
iα ：分配パラメータ， m

iA ：効率パラメータ（全要素生産

性） 

 

移輸出入に関わる「港湾と陸上地域間の輸送コスト」

は取引を行う陸上地域のそれぞれの企業が負担すると仮

定すると，生産に関する最適化問題は以下のような生産

技術制約下での利潤最大化行動となる．なお，各地域の

企業と港湾との交易に関する交通費用は固定費用として

扱う． 
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ただし， iw ：賃金率，r ：資本レント， m
iq ：生産者価格，

m
kiE ：移輸出される財， m

kiI ：移輸入される財， m
kj

m
ki tψ ：移輸

出，移輸入１単位あたりの交通抵抗（費用） 

 

上式より，生産要素需要関数 m
iL ， m

iK と生産者価格
m
iq が．限界費用に生産一単位あたりの固定費用を加え

た形で定義できる． 
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ただし， m
iM ：財１単位あたりに含まれる港湾取扱貨物輸送

コスト， m
iC ：限界費用， m

iγ ：マークアップ率 

 

移輸出入に関る港湾取扱貨物の陸上輸送費用にあたる

マークアップ率 m
iγ を考慮した点がベースモデルと異な

る点である． 

 

（２）家計行動モデル 

各地域には家計が存在し，自己の効用が最大になるよ

う自地域と他地域からの財を消費するとする．このよう

な家計行動が以下のような所得制約下での効用最大化問

題として定式化できる． 
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ただし， iU ：効用関数， m
ix ：財mの消費水準， m

iβ ：消

費の分配パラメータ（ 1=∑
∈Mm

m
iβ ）， m

ip ：消費者価格，K ：

資本保有量，T :総人口( ∑
∈

=
Ii

iNT ), il ：一人あたりの労働投

入量（ i
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m
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上式より，消費財の需要関数 m
ix が得られる． 
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（３）地域間交易モデル 

Harkerモデル3)に基づいて，各地域の需要者は消費者

価格（c.i.f.price）が最小となるような生産地の組み

合わせを購入先として選ぶとする．地域 j に住む需要者

が生産地i を購入先として選択したとし，その誤差項が

ガンベル分布に従うと仮定すると，その選択確率は，次

式のLogitモデルで表現できる． 
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ただし， m
ijs ：購入先選択確率， m

ijt ：交通抵抗（所要時間），
m
i

m
i ψλ , ：交易パラメータ 

 

この選択確率を用いることで財mが地域i から地域 j
へ供給される地域間交易量は次のように表される． 
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ただし， m
ijz ：地域間の財の交易量， iN ：地域人口 

 

 港湾取扱貨物量の陸上輸送費用をマークアップ率と

して考慮したことで，消費者価格は次式で表される． 
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（４）市場均衡条件式 

RAEM-Light SFでは以下の市場均衡条件が成立する．

なお，財市場（供給）の均衡条件については，ベースモ

デルの均衡条件における地域間交易量に対して港湾取扱

貨物の陸上輸送費用をマークアップする． 
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ただし， iL ：地域iの労働保有量 

 

（５）便益の定義 

本モデルでは施策の効果を計測する指標として経済的

効果を等価変分（EV: Equivalent Variation）を用い

て以下のように定義した． 
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ただし， iEV ：一人あたりのＥＶ， 1,0 ：道路整備の有り無

しを表すサフィックス 

 

以上のように，ベースモデルに港湾取扱貨物量の陸上

輸送費用のマークアップ率 m
iγ を考慮することで，港湾

－地域間輸送コスト削減便益を計測でき，港湾取扱貨物

量の変動を踏まえた道路整備効果も計測可能である． 

 

３．実証分析 

 

（１）対象範囲・対象道路ネットワーク・対象港湾 

 分析対象範囲は，図－2 で示すように，中国・四国地

方を中心とした地域とし，中国・四国地方を２次生活圏

でゾーニングをおこなった． 

 
図－２ 対象範囲・ゾーニング 

 
対象とする道路ネットワークの現況(without)はＨ 19

時点のものとし，将来(with)については，中国地方で高

規格幹線道路ネットワークとして計画されている姫路鳥

取線，山陰自動車道，尾道松江線，東広島呉道路を対象

とした．（図－３参照）また，対象とする港湾について

は，港湾統計（陸上出入貨物調査）における調査対象港

湾とした（表－１参照）．  

 

現況ネットワーク 
将来ネットワーク 
その他のネットワーク 

姫路鳥取線

山陰道 
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東広島呉道路

山陰道

 現在の高速道路ネットワーク 
将来の高速道路ネットワーク 
その他のネットワーク 

 現在の高速道路ネットワーク 

将来の高速道路ネットワーク 

その他のネットワーク 

港湾 (※番号は表-1 と対応) 

山陰自動車道

山陰自動車道

 
図－３ 対象道路ネットワークと対象港湾 

 

表－１ 対象港湾一覧 
No. 対象港湾 No. 対象港湾
1 大阪港 22 三田尻港
2 堺泉北港 23 宇部港
3 阪南港 24 小野田港
4 神戸港 25 徳島小松島港
5 姫路港 26 橘港
6 尼崎西宮芦屋港 27 高松港
7 東播磨港 28 坂出港
8 鳥取港 29 松山港
9 境港 30 宇和島港
10 浜田港 31 新居浜港
11 三隅港 32 今治港
12 宇野港 33 東予港
13 水島港 34 三島川之江港
14 岡山港 35 高知港
15 福山港 36 須崎港
16 尾道糸崎港 37 宿毛湾港
17 広島港 38 北九州港
18 呉港 39 博多港
19 下関港 40 苅田港
20 徳山下松港 41 三池港
21 岩国港  

 

（２）港湾データの設定 

 本モデルで必要となる港湾データは，港湾－地域間の

港湾搬出入額，港湾取扱貨物の輸送コストであるが，両

データともに統計情報としては存在しないため，既存の

統計データから以下の方法により導出した（表－２参

照）．なお，本導出方法は簡便的なものであることから，

今後の精緻化が求められる． 
 

表－２ 港湾データの導出方法 

データ 導出方法 

港湾 
搬出入額

港湾搬出入量に１フレートトンあたりの搬出入額（総移輸

出額／総搬入量，総移輸入額／総搬出量）を乗じて算出． 
※総移輸出入額は産業連関表の移輸出入額に物流センサス

の海運輸送シェアを乗じて算出． 
※港湾搬出入量は，港湾統計（H17・18 陸上出入貨物調

査） 

港湾取扱
貨物輸送
コスト 

地域間輸送コストと港湾地域間輸送コストが同じものと

し，財１単位あたりの輸送コストを所要時間にロジットパ

ラメータ m
iψ を乗じた値として設定． 

港湾－地
域間OD 港湾統計（H17・18陸上出入貨物調査）のOD 

 
（３）基準均衡データ 

 本モデルで用いる基準均衡データを表－３に示す． 
 



表－３ 基準均衡データ 

基準均衡

データ 
根拠資料等 

m
iy  

H16市町村民経済計算 純生産額 
※市町村民経済計算が存在しない地域では，産業連関表の

付加価値を事業所企業統計調査従業者数，あるいは工業統

計調査付加価値額で按分し算出． 

m
iL  

m
iy に各県産業連関表の付加価値額に占める労働所得の割

合を乗じることで算出．※労働所得は，家計外消費支出，

雇用者所得，間接税，経常補助金とした． 

m
iK  

m
iy に各県産業連関表の付加価値額に占める資本所得の割

合を乗じることで算出．※資本所得は，営業余剰と資本減

耗引当とした． 

iN  H17国勢調査 市町村別人口 

m
ijt  

DRM1900 を利用，H17 道路交通センサス速度を用いて

Dijkstra法による所要時間最短経路探索により算出． 

 

（４）パラメータ 

 企業，家計のモデルに関するパラメータの導出方法を

表－４に示す．分配パラメータ m
iα ，効率パラメータ

m
iA および消費の分配パラメータ m

iβ については，市町

村民経済計算や産業連関表を用いてキャリブレーション

により各県別に推定した．地域間交易モデルにおけるパ

ラメータ m
i

m
i ψλ , については，交易状況が県内でも大き

くことなる地域が存在することから地域別に推定した．

なお，推定にあたっての産業分類は，第 1 次産業，2 次

産業，3 次産業の 3 分類とし，第 3 次産業については，

交易に関する統計データが存在しないことから本研究で

は，地域間交易に関る輸送コストはないものとして設定

した．パラメータの推定結果は表－5～8に示す． 
 

表－４ パラメータ推定法 

パラメータ 推定方法 

m
iα ：分配パラメータ 

m
m i i
i m m

i i i

w L
w L rK

α =
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m
iA ：効率パラメータ ( ) ( )1

m m
i i

m
m i
i

m m
i i

yA
L K

α α−
=  

m
iβ ：消費の分配パラメータ 

総最終需要額に占める各財最終需要の

シェアと設定． 

m
i

m
i ψλ , ：地域間交易モデル

のロジットパラメータ 

グリッドサーチ 4)により推定．実測値

の地域間交易量は付加価値に m
iβ を乗

じて各財の消費額を算出し，その消費

額に各財の交通 OD シェアを乗じるこ

とで地域間交易量を算出している．な

お，各財の交通 OD は，施設間流動デ

ータであるH17道路交通センサスの積

載品目別 OD を活用している．しか

し，本来，経済データと整合性のある

交通データは純流動ベースのデータで

あることから，本稿では施設間流動デ

ータを補正し活用している．具体的に

は，内々率の補正として各県の産業連

関表の産業別の自給率を各財の交通

OD の内々率におきかえることで交通

OD データを作成している．本手法に

よる推計は，内々率が県内で一定とな

るため，より精度の高い交通 OD の推

計方法については今後検討していく必

要がある．なお，港湾－地域間の港湾

取扱量のＯＤは，陸上出入貨物調査結

果を用いている．  

 

表－５ 分配パラメータ 

第1次産業 第2次産業 第3次産業
鳥取県 0.1879 0.7077 0.6609
島根県 0.2818 0.7217 0.6081
岡山県 0.1926 0.7593 0.6225
広島県 0.1999 0.7156 0.5964
山口県 0.2817 0.7074 0.6155
徳島県 0.2817 0.7074 0.6155
香川県 0.1950 0.7814 0.6240
愛媛県 0.2762 0.6310 0.5946
高知県 0.3065 0.6320 0.6529
兵庫県 0.2424 0.7133 0.5968
大阪市 0.6852 0.7559 0.6567
その他大阪府 0.4250 0.7560 0.6632
福岡県 0.2038 0.7610 0.6316  

 

表－６ 効率パラメータ 

第1次産業 第2次産業 第3次産業
鳥取県 1.6213 1.8297 1.8974
島根県 1.8124 1.8064 1.9534
岡山県 1.6322 1.7365 1.9403
広島県 1.6492 1.8169 1.9630
山口県 1.8121 1.8303 1.9469
徳島県 1.7288 1.9190 1.9889
香川県 1.6377 1.6907 1.9389
愛媛県 1.8027 1.9318 1.9643
高知県 1.8521 1.9307 1.9073
兵庫県 1.7400 1.8205 1.9626
大阪市 1.8643 1.7433 1.9026
その他大阪府 1.9775 1.7430 1.8944
福岡県 1.6581 1.7332 1.9311  

 

表－７ 消費の分配パラメータ 

第1次産業 第2次産業 第3次産業
鳥取県 0.0155 0.3731 0.6115
島根県 0.0274 0.3402 0.6324
岡山県 0.0030 0.4646 0.5324
広島県 1E-09 0.3696 0.6304
山口県 0.0028 0.4646 0.5326
徳島県 0.0240 0.3872 0.5888
香川県 0.0174 0.4059 0.5767
愛媛県 0.0262 0.4204 0.5535
高知県 0.0468 0.2413 0.7119
兵庫県 1E-09 0.4308 0.5692
大阪市 1E-09 0.1009 0.8991
その他大阪府 1E-09 0.2668 0.7332
福岡県 0.0076 0.3298 0.6626  

 

表－８ 交易モデルのパラメータ 

山陰 山陽 四国 近畿 九州
第1次 10.00 3.03 0.99 9.93 2.17
産業 1.00 0.16 0.54 0.86 0.65
第2次 9.98 2.23 6.46 1.29 2.41
産業  0.88 0.16 0.11 0.42 0.12

mλ
mψ

mλ
mψ  

 

（５）現況再現性 

 生産額と地域間交易の現況再現性の確認を行った．ま

ず生産額の結果について表－９に示す．本モデルは，地

域内総生産（GRP）ベースで均衡計算を行っているこ

とから，地域内総生産は，非常に高い再現性を確保でき



ている．産業別の結果についても若干誤差が生じている

ものの，概ね高い再現性を確保できている． 
 

表－９ 生産額の現況再現性（相関係数と%RMS） 
 相関係数 %RMS 

地域内総生産（GRP） 1.00 0.03 
第1次産業 0.91 0.54 
第2次産業 1.00 0.61 
第3次産業 1.00 0.20 

 

 次に，地域間交易の結果を表－１０に示す．相関係数

については一部の地域（第 2 次産業の四国および山陽地

方）で低くなっているものの，全体的に高めの結果が得

られているが，%RMS の結果は全体的に再現結果が過大

（小）になっている．この再現状況は交易モデルの構造

に起因するもので，結果の精緻化に向けては現況再現性

の高い交易モデルの構築が今後必要である．また，本研

究では簡単化のため，港湾－地域間交易については，現

況 OD を外生的に与えている．この点についても今後機

関分担状況などを考慮することで内生化する必要がある

と考えている． 

 

表－１０ 地域間交易の現況再現性（相関係数と%RMS） 
産業 地域 相関係数 %RMS 

山陰 0.89 3.03 
山陽 0.65 8.97 
四国 0.62 6.34 
近畿 0.97 1.73 

第1次 

産業 

福岡 0.82 2.90 
山陰 0.89 3.94 
山陽 0.50 5.86 
四国 0.34 5.07 
近畿 0.85 2.70 

第2次 

産業 

福岡 0.76 3.21 
※第 3 次産業は地域間交易データの実測値がないため現況再現の確認は

行っていない． 

 

（６）設定シナリオ 

 設定する道路ネットワークは，現況道路ネットワーク

に対して，図－３で示した将来の「中国地方内の高規格

幹線道路ネットワーク（姫路鳥取線，山陰自動車道，尾

道松江線，東広島呉道路）を整備したケース」を想定し，

表－１１で示す２つのシナリオについて検討を行う． 
 

表－１１ シナリオの設定条件 
シナリオ設定条件 

シナリオ①「ベースモデルとRAEM-Light SFの比較分析」 
・現況道路ネットワークに対して，姫路鳥取線，山陰自動車道，尾道

松江線，東広島・呉自動車道の４路線を追加したネットワークの整

備効果について，ベースモデルとRAEM-Light SFのそれぞれのモ

デルを用いて計算結果を算出することで，両モデルの比較分析を行

う． 
※港湾の取扱貨物量は現況値． 

シナリオ②「港湾取扱貨物量の変化が道路ネットワーク整備効果へ与

える影響分析～RAEM-Light SFを用いたアプローチ～」 
・現況道路ネットワークに対して，姫路鳥取線，山陰自動車道，尾道

松江線，東広島・呉自動車道の４路線を追加したネットワークの整

備効果を分析する際に，港湾の取扱貨物量が変化した際に，その結

果がどのように変化するのかについて分析を行う． 
※取引増加額は，H17と18の各港湾の取扱貨物量の変化率がH30年
まで継続したことを想定した値（資料/H17・H18港湾統計）． 
 

（７）シナリオ① 

「ベースモデルとRAEM-Light SFの比較分析」 

 ここでは，シナリオ①のケースについて，ベースモデ

ルおよびRAEM-Light SFを適用した際の結果の違いにつ

いて比較分析を行う．ベースモデルとRAEM-Light SFの

最大の相違点は，取り扱う物流コストにあり（表－１２

参照），RAEM-Light SFでは，表内の２つのコストが複

合的に関係することで，便益に影響を与えベースモデル

との便益分布の相違が生じることになる． 

 

表－１２ 対象とする物流コストの相違 
モデル 対象とする物流コスト 

ベースモデル 地域間陸上貨物輸送コスト 

RAEM-Light SF 
地域間陸上貨物輸送コスト 

＋港湾取扱貨物輸送コスト 

 

そこで，まず図－４で示すように，RAEM-Light SF内

で考慮している各地区別の第1次産業と第2次産業のマー

クアップ率の減少率（所要時間短縮による港湾取扱貨物

の陸上輸送コストの減少率；（5）式参照）についてみ

ると，1次産業・2次産業ともに，山陰地方の地区を中心

に高い減少率となっていることが分かる．このことから

は，シナリオ①の将来ネットワーク整備の効果を判断す

る際に，港湾取扱貨物輸送コストを考慮しないことは，

山陰地方の地区にとって効果を過少評価していることに

つながるものと考えられる． 
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図－４RAEM-Light SFにおけるマークアップ率の減少率 



 そこで，このマークアップ率の減少が各地域にどの程

度の規模の便益を帰着させているのかについて分析を行

う． 

図－５の分析結果からは，ベースモデル・RAEM-Light 

SF共通の傾向として，姫路鳥取線，山陰自動車道，尾道

松江線を整備することによる山陰側に地区への便益帰着，

東広島呉道路の整備による呉地区への便益帰着を確認す

ることが出来る． 

一方，モデル間の帰着便益状況を比較すると，地区全

域の総便益では，ベースモデルが794億円に対して，

RAEM-Light SFが1,180億円となっており，386億円（約

1.5倍）増加する結果になっている． 

次に，地区別にみると，山陰地区および関西地区での

便益の増加幅が高くなっている一方で，呉地区や福山地

区などでは便益が減少していることが分かる．そこで，

各地区と港湾との取引の関係性を考慮しながら，代表的

な現象について整理すると，以下のa)～c)のようになる． 
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図－５ ベースモデルとRAEM-Light SFの帰着便益比較 

（総便益分布；億円/年） 

 

a) ベースモデルに対して便益が増加する地区① 

【山陰地区（鳥取，松江，益田，浜田地区など）におい

て見られる現象】 

図－６は，地区別の搬出入先港湾シェアを示したもの

である．この図からは，大阪方面および山陽方面（特に

広島県）では，自地域の港湾との取引が非常に多いもの

の，鳥取，松江，益田，浜田地区などの山陰方面の地区

では，自地域内ではなく，県を越えた比較的遠方の他地

域の港湾に存在する傾向がみられる．そのため，姫路鳥

取線や山陰自動車道などの高規格幹線道路整備により，

地域間陸上貨物輸送コストおよび港湾取扱貨物輸送コス

トの両コストが減少することで，ベースモデルに比べて

RAEM-Light SFで便益が増加する結果となっている． 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

米

子

倉

吉

鳥

取

益
田

出

雲

松

江

大
田

浜
田

阿

新

井

笠

英

田

岡

山

高

梁

真

庭

津

山

呉広
島

三

原

三

次

庄

原

竹

原
東

広
島

福

山

下
関

宇

部

岩

国

山

口

長

門

徳

山

萩防

府

柳

井

豊

岡

姫

路

神

戸

大

阪
そ

の
他

大
阪

各
地

区
の

搬
出

入
先

港
湾

シ
ェ

ア

兵庫県・大阪府の港湾 鳥取県の港湾 島根県の港湾

岡山県の港湾 広島県の港湾 山口県の港湾

その他港湾

 
※H17/18港湾統計（陸上出入貨物調査結果）より作成 

※依存度は，（対象港湾との取引量）/（全港湾との取引量）×100% 

図－６ 中国地方内の各地区の主要取引港湾 

 

b) ベースモデルに対して便益が増加する地区② 

【大阪・広島・岡山地区などにおいて見られる現象】 

 図－６から，大阪・広島・岡山の地区の主な取引先港

湾は，近隣の自地域内にあることから，道路ネットワー

ク整備による港湾貨取扱貨物輸送コストの減少は大きく

ない．このことは，図－４のマークアップ率の減少率を

みても，当該地区が山陰地方と比較して低い傾向にある

ことからも確認できる． 

しかし，このような条件下でも便益が増加する要因は，

便益増加地区からのスピルオーバー効果にある．つまり，

当該地域のような大規模な消費地では，山陰地方との取

引がある程度存在することから，山陰地方の港湾取扱貨

物輸送コスト減少による便益増加（ベースモデルに対し

て）が陸上地域間交易を介して当該地区に伝播するため

結果的に便益が増加することになる． 

 

c) ベースモデルに対して便益が低下する地区 

【呉・福山地区などにおいて見られる現象】 

 呉・福山地区では，道路整備により時間が短縮するも

のの，取引先港湾が近隣にある（図－６参照）ため，港

湾取引に対する道路整備の影響度合いが少なく，単に地

域間陸上貨物輸送コストのみを対象としているベースモ

デルに対してRAEM-Light SFは港湾取扱貨物輸送コスト

を負荷していることから物流コストが増加する．また，

当該地区が現象②の対象地区のような大規模消費地でな

いため，他地区での便益増加を間接的に受けることもな

いため，結果的に便益が低下することになる．  

 

（８）シナリオ② 

「港湾取扱貨物量の変化が道路ネットワーク整備効果へ

与える影響分析～RAEM-Light SF を用いたアプローチ

～」 

 シナリオ②は，RAEM-Light SFを用いることで，道路

総便益 
ベースモデル；794億円 
RAEM-Light SF；1,180億円 

RAEM-Ligth SF 

RAEM-Ligth SF－ベースモデル 



ネットワーク整備にあわせて港湾取扱貨物量が変化した

ケースと変化しないケースを比較することで，港湾取扱

貨物量の変化が道路ネットワーク整備効果にどのような

影響を及ぼすのかについて分析を行う．なお，本稿では，

道路ネットワーク整備による時間短縮が港湾取扱貨物の

陸上輸送コストへ及ぼす影響のみを対象にしており，港

湾取扱貨物量の増加にともなう1単位当たりの輸送コス

ト減少効果については計測していない点に留意する必要

がある．また，本シナリオで設定する港湾取扱貨物量の

変化量は，H17年と18年の各港湾の取扱貨物量の変化率

がH30年まで継続したことを想定した数値であり，図－

７のようになっている． 

これらの変化をもとに，道路ネットワーク整備の効果

変化を整理したものを図－８に示す．  
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図－７ 想定する港湾取扱貨物の変化量(H30-H17) 
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図－８ 道路ネットワーク整備にあわせて港湾取扱量を

変化させたケースとさせないケースの帰着便益比較 

 図－７の港湾取扱貨物の変化量をみると新居浜港およ

び北九州港の増加量が目立つものの，本シナリオでは将

来の道路ネットワーク整備は，中国地方内を想定してい

るため，その影響度合いは少ない．一方で，神戸・大阪

港や，山陰側の浜田港・境港の取扱増については，当該

港湾周辺に道路ネットワークが整備されることから，そ

の影響が顕在化するものと思われる．  

以上を踏まえて図－８の算出結果をみると，関西方面

の港湾への依存度が高い鳥取地区においては，姫路鳥取

線の整備にあわせて関西方面の港湾の取引が増加するこ

とで，便益が向上する結果となっている．また，浜田港

への依存度が高い益田，浜田，大田地区においても山陰

自動車道整備に加えて浜田港の取扱貨物量が増加するこ

とにより，便益が向上する結果となっている． 

 一方，出雲地区では周辺の港湾取扱貨物量が増加する

にもかかわらず，便益が減少している．これは，山陰側

の港湾では，浜田港の取引が大きく増加する中で，浜田

港への依存度が強い大田地区は生産規模拡大により便益

が向上する一方で，浜田港への依存度が大田地区に比べ

て低い出雲地区にとっては，隣接する大田地区の生産増

を需要する地区になってしまい，結果的に大田地区から

出雲地区内への財の移入が発生し出雲地区の生産規模が

衰退・便益が減少という結果となっている．同様のこと

は浜田港への依存度が弱い松江地区においても生じる可

能性があるが，松江地区は，従前から大田地区との取引

を活発に行っていないため，大きな影響を受けない結果

となっている．このような現象は，港湾取扱貨物量の増

加が必ずしも全ての地域へプラスの影響を及ぼすわけで

はなく，競合関係にある一部の地域にとってはマイナス

の影響を被る可能性があることを示唆している． 

 

４．おわりに 

 

本稿では，港湾取扱貨物量を考慮したRAEM-Lightモ

デル「RAEM-Light SF」を用い，「地域間の陸上貨物物

流」および「港湾取扱貨物の背後圏への物流」の２つの

視点から，道路ネットワーク整備による物流コスト減少

を明示化し帰着便益を計測した．  
港湾取扱貨物の陸上物流を明示化することは，従来考

慮されていなかった現象を加えることで便益額が増加す

るだけでなく，将来的に港湾の取扱貨物量が変化した際

に，それが背後圏の地域へどのように波及していくのか

について把握できるという意味において，政策シナリオ

の幅が広がり政策判断の際の重要な情報源になるものと

思われる．なお，本稿で構築したRAEM-Light SFにより

算出される結果について港湾取引が関連する事象につい

ては主に以下の留意点がある．なお，陸上地域間の取引

の留意点については，既往研究2)を参照頂きたい． 

① 本稿は，陸上輸送のうちトラック輸送のODを陸

上地域間・陸上-港湾間のODに分けて分析してい

る．一方，その他の交通モードはすべて政策前後



で影響を受けないものとしており，機関分担も固

定となっている．そのため，例えば瀬戸内海地区

のような海路と陸路の競合関係が激しい地域にお

いては，結果に誤差が生じることが懸念されるこ

とから今後改善していく必要がある． 

② 企業間の中間投入財を考慮していない．ただし，

中間投入財を考慮したモデルは別途開発5)してお

り，今後は本稿で構築したRAEM-Light SFとの結

合を行っていく必要がある． 

③ 陸上地域が利用（選択）する港湾は政策前後で固

定としている．港湾背後圏の道路整備によって陸

上地域は利用する港湾を合理的に変更する可能性

があることから，既往研究6)等を参照し今後は港

湾選択要因を明確化し適宜考慮する必要がある． 

④ 本稿では，陸上地域間物流および陸上地域と港湾

間の物流のコスト縮減のみを対象としているため，

港湾取扱貨物増加に伴う一単位当たりの輸送コス

ト削減効果については考慮していない．今後はこ

のような集積の経済による現象を考慮可能なモデ

ルへ改良し港湾整備シナリオの検討を行うなどモ

デルが対象とする政策シナリオの幅を広げていく

必要がある． 

⑤ 本稿では，簡易的に移輸出入ともに「港湾と陸上

地域間の輸送コスト」は取引を行う陸上地域の企

業がすべて負担することとしている．このことは，

費用負担のダブルカウントにはなっていないが，

生産・消費の分別をした適正な費用負担にはなっ

ていないという問題がある．今後は，適正な費用

負担状況を反映可能なデータセットの作成等によ

り改善していく必要がある． 
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港湾取扱貨物量を明示化した道路ネットワーク評価モデルの構築 
～応用一般均衡モデル「RAEM-Light」を用いたアプローチ～* 

 
小池淳司**・川本信秀***・佐藤啓輔****

従来の経済モデルによる道路ネットワーク評価においては，主に国内の地域間陸上物流を対象に行われてお

り，港湾と各地域の港湾取扱貨物の経済的繋がりを明示的に考慮した評価はなされていなかった．そこで，本研

究では，「地域間の陸上貨物物流効率化」および「港湾取扱貨物の背後圏への物流効率化」の２つの視点から帰

着便益を計測可能な応用一般均衡モデル「RAEM-Light モデル」を構築するとともに，いくつかの政策シナリ

オを設定することでモデルの実務的有効性を示した． 
 

 
Modeling of Expressway Network Projects Evaluation Explicitly Considered of Shipping Freight Traffic 

- An Approach by Using Computable General Equilibrium Model “RAEM-Light”-* 

By Atsushi KOIKE**・Nobuhide KAWAMOTO***・Keisuke SATO****

Traditional evaluations of expressway network projects by computable general equilibrium model have 
used benefits calculated with regional transport cost reductions. These models have evaluated expressway 
network not considering shipping freight traffic costs explicitly. In this paper, we built RAEM-Light model 
which can evaluate expressway network projects in context of regional transport cost and shipping freight 
transport cost, and we applied this model to empirical study. 
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